
令和６年度五領川下水道事業会計予算

五領川公共下水道事務組合





議案第２号

　（総 則）

第１条  令和６年度五領川下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。

　(１) ２，５２５ 戸

　(２) ８１１，０００ ｍ
3

　(３) ８４１，０００ ｍ
3

　(４) １，７４２，０００ ｍ
3

　（収益的収入及び支出）

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

　第１款  下水道事業収益 ５５６，１１０ 千円

　　第１項 ３０２，８７８ 千円

　　第２項 ２５３，２３２ 千円

支 出

　第１款  下水道事業費用 ５３６，６６０ 千円

　　第１項 ５１９，８５１ 千円

　　第２項 １６，４３９ 千円

　　第３項 ３７０ 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 (資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１７７，１４０千円は当年度分消費税

　及び地方消費税資本的収支調整額６，１２３千円、減債積立金取崩し額１，２３５千円、建設改良積立金取崩し額２４，６９６千円及び過年度分損益

　勘定留保資金１４５，０８６千円で補てんする。)

令和６年度 五領川下水道事業会計予算

営 業 収 益

営業外収益

営 業 費 用

排 水 戸 数

年 間 総 排 水 量

年間受託汚水量

年 間 処 理 水 量

営業外費用

予 備 費



収 入

　第１款  資本的収入 １３３，１００ 千円

　　第１項 ２００ 千円

　　第２項 ９２，９００ 千円

　　第３項 ４０，０００ 千円

支 出

　第１款  資本的支出 ３１０，２４０ 千円

　　第１項 １１６，３３０ 千円

　　第２項 退職手当組合積立金 ２，５１０ 千円

　　第３項 企業債償還金 １９１，４００ 千円

　（継続費）

第５条  継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

(注１)　ただし、利率見直し方式で借り入れる場合について、利率見直しを行った後においては、当該見直し後の利率、なお予算
      繰越に係る未発行の企業債については、借入限度額の範囲内において、翌年度以降に発行することができる。

 公共下水道事業債

 資本費平準化債

年３．０％ 以内
(注１)

 証書借入
又は証券発行

３６，０００千円

５６，９００千円 借入れ先の融資条件による。但し、企業
財政の都合により繰上げ償還または低利
に借り換えることができる。

償還の方法

総額

国庫補助金

工事負担金

建設改良費

企 業 債

起債の目的 限度額 起債の方法 利　率

事業名

五 領 川 浄 化 セ ン タ ー
機 械 ・ 電 気 設 備 更 新 事 業

款

1 資本的支出

年割額

３８，０００千円

４６，０００千円

年度

1 建設改良費

項

令和６年度

令和７年度
８４，０００千円



　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(１)　下水道事業費用の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における款内各項の金額の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

　議会の議決を経なければならない。

　(１)　職員給与費　３０，３６８千円

　（他会計からの補助金）

第９条  下水道事業の汚水処理費等に充てるため、地方公営企業法第１７条の３の規定による補助金として、関係市町からこの会計へ受け入れる金額は、

　１２６，７９４千円である。

　（たな卸資産購入限度額）

第10条  たな卸資産の購入限度額は、１，７００千円と定める。

令和６年３月２６日 提　出

五領川公共下水道事務組合管理者　　河　合　永　充





予　算　に　関　す　る　説　明　書





　（１）収益的収入及び支出

収　入 （単位：千円） （参考）

1 下水道使用料

2 受託事業収益

3 他会計負担金

2 営業外収益

預金等利子

2 業務受託料

3 他会計補助金

4 長期前受金戻入

92,510

66,858

永平寺町からの汚水処理受託料金

中央浄化センター維持管理業務受託料等

1 営業収益 302,878

1 受取利息及び配当金

11,764

159,368

122,969

14,088

27300

129,407

126,794

受贈財産評価額

9,455

14,088

117,643

144,880 14,488

969

126,794

受益者負担金・分担金

国庫補助金 95,157

県補助金 780

坂井市補助金

5,757

工事負担金 145

9,185

969

令和６年度 五領川下水道事業会計予算実施計画

款 項 目 予定額 備　　　　　　考 課税売上 非課税売上 不課税収入
仮受消費税及
び地方消費税

1 下水道事業収益

262,523 15 14,088

26,279

26,252

556,110 262,796 984 266,051

雨水処理に係る組織市町からの負担金

251,963 27

樋門点検受託料

汚水処理等に係る組織市町からの補助金

長期前受金の収益化に係る戻入

4 その他の営業収益 15 督促料 15

273

253,232 273

969

122,969

2,490

永平寺町補助金

5 消費税還付金 2,200 2,200



支　出 （単位：千円） （参考）

1 営業費用
1 管渠費 給料

手当
法定福利費
修繕費
委託料
その他

2 処理場費 給料
手当
法定福利費
修繕費
委託料
その他

3 受託事業費 委託料
4 業務費 委託料

その他
5 総係費 給料

手当
法定福利費
委託料
その他

6 普及促進費 受益者負担金一括納付報奨金
7 減価償却費 固定資産の減価償却費
8 資産減耗費 固定資産の除却費

2 営業外費用
1 議会費 議員の報酬等
2 監査費 監査委員の報酬等
3 支払利息 企業債利息

3 予備費

0 5,98665,846 65,846

370

247,849

310

247,849

56

444
103

8
12

16,439

11

339

2,640

3 45

6,080

4,101

1,063

444

1,063

95

200

265

4,208

59,860

1,260

1,513

200

158,105

2,640

9
16,017

16,002

22,234

31

403

19,886

仮払消費税及
び地方消費税

46

653

5,805

15,894

7,804 55

8,984
1,999

606

2,640

381

目 予定額 不課税支出

1,260
22,194

222,484

9

4,893

0

168,853

うち貯蔵
品払出額

14,4918,796

2,874

課税仕入款
1 下水道事業費用

項 備　　　　　　考 非課税仕入

1,276

272,056
271,746

536,660

708

2,446 144,913

888

151
222,042

7,088
519,851

1,911

6,264

4,410
3,869

12,961

2,406

1,267
760

755

16,002

3,372



　（２）資本的収入及び支出

収　入 （単位：千円） （参考）

1 資本的収入
1 工事負担金

1 受益者負担金 受益面積に対する負担金
2 企業債

1 企業債
2 資本費平準化債

3 国庫補助金
1 国庫補助金

支　出 （単位：千円）

1 資本的支出
1 建設改良費

1 管渠整備費 構築物、機械及び装置等
2 処理場整備費
3 営業設備費
4 事務費 給料

手当
法定福利費
委託料
その他

1 企業債償還金 企業債償還元金

　（３）棚卸し資産購入額

課税仕入 非課税仕入 不課税支出

　量水器及び汚水桝等購入分

1,508

304
建物、機械及び装置等

1,508

191,400
191,400

19,630

24

7,700

4,851 1,508

1,547

24256機械及び装置、工具､器具及び備品等

28,991

79,335

425

3 企業債償還金

1 退職手当組合積立金

2 退職手当組合積立金

2,510
191,400

310,240

2,577

償還元金と減価償却費の差に対する平準化債

200

非課税仕入

7,001
72,124

1,8257,377

9,759

24

699

18,281

款 項 目 不課税収入予定額

56,900

款 目項

7,401

133,100

201,31197,662

建設改良費に対する国庫補助金

36,000

7,211

116,330
9,75924

不課税支出

備　　　　　　考

24

課税仕入予定額

40,000
40,00040,000

1,508

36,000
建設改良費に対する企業債

備　　　　　　考

133,100

97,662

200

56,900

課税売上 非課税売上

92,900

40,000

200

仮払消費税及
び地方消費税

うち貯蔵
品払出額

200

仮受消費税及
び地方消費税

92,900

191,400191,400

仮払消費税及
び地方消費税

2,510
2,510

153



（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 　　　固定資産の取得による支出

　　　減価償却費 　　　国庫補助金による収入

　　　資産減耗費 　　　工事負担金による収入

　　　引当金の増減額(△は減少) 　　　一般会計からの繰入金による収入　　　退職手当組合積立金の積立による支出

　　　長期前受金戻入 　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　受取利息及び受取配当金

　　　支払利息 Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　未収金の増減額(△は増加) 　　　建設改良企業債による収入

　　　たな卸資産の増減額(△は増加) 　　　建設改良企業債の償還による支出

　　　未払金の増減額(△は減少) 　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　その他流動負債の増減額

　　　　小　　　　計 Ⅳ　資金増減額

　　　利息及び配当金の受取額 Ⅴ　資金期首残高

　　　利息の支払額 Ⅵ　資金期末残高

　　業務活動によるキャッシュ・フロー

△106,179,159 

99,065,109 

444,000 

18,204,000 

16,002,000 

令和６年４月１日～

△309,000 

△122,969,000 

△2,510,000 

84,032,109 

令和７年３月31日

535,340 

△969,000 

予定キャッシュ・フロー計算書

△191,400,000 

247,849,000 

969,000 

655,000 

△98,500,000 

36,364,000 

200,000 

△72,125,159 

△61,602,231 

△86,593,050 

1,225,000 

92,900,000 

△16,002,000 426,570,263 

513,163,313 



１．総括（会計年度任用職員以外の職員） （単位　千円）

（単位　千円）

資本勘定支弁職員

0

区　　　　分

児童

0

17

通勤

損益勘定支弁職員

0

20,622

4,830

350

29,939

合 計

8,318 21,790

30,368

8,149

3,878

4

特殊勤務

106

10,270

3

890

269123

0

2,5100

住居手
当
の
内
訳

時間外

1,491

240

1

5

3,3190

0

0

5,369

0

△1

3,370 936 0

△1,367

管理職期末

68

退職

本　年　度

合 計

△4,255 △6850

比　　　較 △532

254 2,9900

350 25,668

9,640

350 11,637

350 10,213

手　　当

給与費明細書（前年度当初予算との比較）

給　　　　　　与　　　　　　費

3,176

職員数

特別職
（人）

6,883

法定福利費 合　　　計一般職
（人）

0

0

4

11

△1

9,7468,238

△4,344

17,446

△5,046

35,308

11

△429 015

報　　酬

17,952

△2,909

前
年
度

比

較

合 計

本
年
度

△2,888

資本勘定支弁職員

△4,940

21資本勘定支弁職員

1

△1,435

11

25,68415,064

13,122

4,684

304 3,902

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

0

11

1,508

計

3,3870 4,851

給　　料

0

0

240

09363,251

△181

0

扶養

△480

2,822

区　　　分 勤勉

△702

前　年　度



２．給料及び手当の増減額の明細

 給与改定の状況
給料の改定率

給与改定の実施時期　令和5年4月

平均昇給率

 職員数の異動状況

 本年度
 前年度

 制度改正の内容
期末勤勉手当年間支給率0.1月分の増

３．給料及び手当の状況

(1) 職員一人当たり給与 (2) 初任給

5人

1.54%

平均給料月額（円）

164,100

短　大　卒

0人

（ 計 ）

15

令和5年1月1日現在

△570

△ 1,367

 区　 　　分

0

 前年度

手　当

176,100

154,600

令和6年1月1日現在

平均年齢    （歳）

令和5年1月1日現在

増減額(千円)

△683

一般行政職(円)

昇 給 に 伴 う
増 加 分

時 間 外

区 分

313,050

152

0人
4人

345,717

現に在職
する職員数

175,300

住　　居

 職員の異動に伴う減

期　　末 特殊勤務 0

4人
5人

（その他）

扶　　養

児　　童

勤　　勉

0

43

退　　職

166,600

 職員の異動に伴う減

234

説 明増減事由別内訳(千円)

△480

0

平均給与月額（円）

一般行政職(円)

高　校　卒

△3,274

管 理 職

298,140

平均年齢    （歳）

0.96%

△1,659

292

備 考

そ の 他 の
増 減 分

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

区　 　　分

41

高　校　卒

大　学　卒

通　　勤 △181

187,300

そ の 他 の
増 減 分

 期末勤勉手当

給 与 改 定 に
伴 う 増 減 分

学　歴

大　学　卒

短　大　卒

△ 2,888給　料

322,983

制 度 改 正 に
よ る 増 減 分

240

令和6年1月1日現在



(3) 級別職員数

(4)級別職務内容

(5)期末手当．勤勉手当 

(6)その他の手当                   

 区　 　　分

2

 ４　級

支 給 率 計

20.0２級

一 般 行 政 職

1

構成比(％)

25.0

 ２　級  ５　級

係長・次長・局長

区　　　分

令和6年1月1日現在

12月(月分)

 １　級

次 長 ・ 局 長

３級

１級

住 居 手 当

級

前 年 度

0.0

５級 0

３級

級

100.0 計

0.0

主 査

(月分)

4.400

支 給 期 別 支 給 率

有

構 成 団 体 と の 異 同

 ６　級

本 年 度

構 成 団 体

有2.200

2.250

区 分

事務・技術職

4.500

4.500

 区　分

扶 養 手 当

参事・次長・局長

 ３　級

主 事 ・ 技 師

一 般 行 政 職

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

４級

20.0

4

職員数(人)

１級

20.0

0.0

1

５級

有

同　　　じ

0.0

1

６月(月分)

同　　　じ

2.200

６級

0

0 令和5年1月1日現在

２級 25.0

構成比(％)

50.0

100.0

0.0

職員数(人)

0

0

1

計

2

４級

６級

5

1

通 勤 手 当

同　　　じ

40.0

2.250

2.250 2.250



継続費に関する調書

527,474

期 間 金 額

令和元年度から
令和５年度まで

債務負担行為に関する調書

940,000

-

当該年度以降の支
払義務発生予定額

-

期 間

千円 令和６年度から
令和11年度まで

金 額

千円

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

千円

100 - - 38,000 38,000

千円

-

46,000

45.2

翌年度以降の
支払義務発生
予定額

⑥

千円
令和６年度

-38,000

46,000

款 項

84,000

事項

五領川浄化センター運転管理業務委託
(H31～R5年度)

1資本
的支出

1建設
改良費

事業名

計 46,200 37,000 800

当年度損
益勘定留
保資金

20,900

千円

年度
国庫補助

金
企業債

-

損益勘定
留保資金

事業収益

千円

-

千円

100.0

備　考

38,000

前前年度末ま
での支払い義
務発生額

②

17,000

限度額

千円

530,000

940,000

⑧

左の財源内訳

940,000

①　全　体　計　画

千円 千円 千円

18,600 17,424 14,064 - 14,064

千円 千円

　管渠清掃点検業務委託
(R5～R9年度)

千円 令和５年度から
令和９年度まで

五領川浄化セ
ンター機械・
電気設備更新
事業

年割額

千円

継続費の
総額に対
する進捗
率

⑦

当該年度末ま
での支払義務
発生予定額

⑤

前年度末まで
の支払い義務
発生(見込)額

③

当該年度支払
義務発生予定
額

④

- 38,000

千円 千円 千円 千円 ％

-

R6

-

25,300 20,000 700 - - - - 46,000 54.8R7

千円

同左財源内訳

千円

千円

-

処理場等運転管理業務の共同化事業
（中央浄化センター・五領川浄化センター）

千円



円 円 円

１　営 業 収 益

(１) 下水道使用料

(２) 受託事業収益

(３) 他会計負担金

(４) その他の営業収益

２　営 業 費 用

(１) 管　渠　費

(２) 処 理 場 費

(３) 業　務　費

(４) 総  係  費

(５) 普及促進費

(６) 減価償却費

(７) 資産減耗費

　　営　業　損  失

３　営 業 外 収 益

(１) 受取利息及び配当金

(２) 業務受託料

(３) 他会計補助金

(４) 長期前受金戻入

４　営 業 外 費 用

(１) 議　会　費

(２) 監　査　費

(３) 支 払 利 息

　　経　常　利  益

５　特　別　利　益

　 (１) 過年度損益修正益

５　特　別　損　失

　 (１) 過年度損益修正損

　　当年度純利益

　　当年度未処分利益剰余金

969,000

8,800,138

15,753,228

1,163,000

215,789,227

8,800,138

429,273,227

△ 70,454

13,806,000

15,000

令和５年度予定損益計算書　（前年度分）

71,454

10,268,000

71,454

1,000

56,000

19,154,181

124,254,000

224,659,819

370,181

1,000

令和５年４月１日～

5,525,638

213,484,000

118,533,000

18,728,000

117,428,000

236,762,000

8,870,592

令和６年３月31日

149,676,999

81,130,000

11,087,362

200,000



１　固 定 資 産 円 円 円 円

　(１) 有形固定資産

　　　イ 土      　地

　　　ロ 建      　物

　　　　 建物減価償却累計額

　　　ハ 構   築   物

　　　   構築物減価償却累計額

　　　ニ 機械及び装置

　　　   機械及び装置減価償却累計額

　　　ホ 車両運搬具

　　　   車両運搬具減価償却累計額

　　　ヘ 工器具及び備品

　　　   工器具及び備品減価償却累計額

　　　 有形固定資産合計

　(２) 無形固定資産

　　　イ その他無形固定資産

 　　　無形固定資産合計

　(３) 投資その他の資産

　　　イ 投資有価証券

　　　ロ 退職手当組合積立金
　　　ハ リサイクル預託金

　　　 投資その他の資産合計

       固定資産合計

２　流 動 資 産

　(１) 現 金 預 金
　(２) 未　収　金

 （３）貸倒引当金

　(４) 貯　蔵　品

　(５) 預　託　金

3,040,702,630

82,427,224

令和５年度予定貸借対照表　（前年度分）

△ 3,433,060,506

資      産      の      部

228,438,729

1,064,141,919

268,158,381

8,926,065

15,751,143

4,549,149

令和６年３月31日

1,146,814,028

△ 151,105

△ 2,846,693

△ 664,664,828

△ 1,893,888,602

20,234,816

513,163,313

3,175,188,354

9,440

1,702,456

15,751,143

5,000,266,375

451,571

6,608,248,860

△ 24,974,314

200,000

5,244,456,247

33,900,379

146,002,065

399,477,091



       流動資産合計
       資 産 合 計

３　固 定 負 債

　(１) 企　業　債

　　　イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　(２) 引　当　金

　　　イ 退職給付引当金

　　　ロ 特別修繕引当金
　(３) その他固定負債
　　　イ 預　り　金

      固定負債合計

４　流 動 負 債

　(１) 企　業　債

　　　イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　(２) 未　払　金

　(３) 引　当　金

　　　イ 賞与引当金

　　　ロ 法定福利費引当金

　　　ハ 修繕引当金

　(４) 仮　受　金

　(５) その他流動負債

 　　　流動負債合計

５　繰 延 収 益

　(１) 長期前受金

　　　イ 補助金

　　　ロ 受贈財産評価額

　　　ハ 工事負担金

　　　ニ 受益者負担金・分担金

       長期前受金合計

　(２) 長期前受金収益化累計額

　　　イ 補助金

　　　ロ 受贈財産評価額

△ 2,876,246,591

△ 159,910,538

526,053,022

5,592,148,514

3,000,000

5,778,354,842

負　　　債      の      部

50,976,000

227,866,724

22,568,834

190,253,323

1,309,000

200,000

402,000

4,737,853,432

28,000

20,857,834

1,573,378,718

14,816,567

1,660,865,364

319,851,000

8,391,060

33,510,646

533,898,595



　　　ハ 工事負担金

　　　ニ 受益者負担金・分担金

       長期前受金収益化累計額合計

       繰延収益合計

       負 債 合 計

６　資　本　金

　(１) 固有資本金

　(２) 組入資本金

       資 本 金 合 計

７　剰　余　金

　(１) 資本剰余金

　　　イ 補助金

　　　ロ 受益者負担金

       資本剰余金合計

　(２) 利益剰余金

　　　イ 減債積立金

　　　ロ 利益積立金

　　　ハ 建設改良積立金

　　　ニ 当年度未処分利益剰余金

       利益剰余金合計

       剰余金合計

       資 本 合 計
       負債資本合計

56,299,703

69,273,294

135,649,942

83,088,020

1,681,659,711

△ 3,384,185,471

345,893,772

資　　　本      の      部

2,207,963,043

210,243,830

52,561,922

1,335,765,939

5,778,354,842

4,096,695,131

△ 346,208,742

1,266,492,645

24,000,000

△ 1,819,600

121,143,989

8,800,138



１　固 定 資 産 円 円 円 円

　(１) 有形固定資産

　　　イ 土      　地

　　　ロ 建      　物

　　　　 建物減価償却累計額

　　　ハ 構   築   物

　　　   構築物減価償却累計額

　　　ニ 機械及び装置

　　　   機械及び装置減価償却累計額

　　　ホ 車両運搬具

　　　   車両運搬具減価償却累計額

　　　ヘ 工具、器具及び備品

　　　   工具、器具及び備品減価償却累計額

　　　ト 建設仮勘定

       有形固定資産合計

　(２) 無形固定資産

　　　イ その他無形固定資産

　　　 無形固定資産合計

　(３) 投資その他の資産

　　　イ 投資有価証券

　　　ロ 退職手当組合積立金
　　　ハ リサイクル預託金

　　　 投資その他の資産合計

       固定資産合計

２　流 動 資 産

　(１) 現 金 預 金
　(２) 未　収　金

 （３）貸倒引当金

　(４) 貯　蔵　品

　(５) 預　託　金

5,105,244,247

1,097,401,919

200,000

10,056,143

令和７年３月31日

3,087,749,354

426,570,263

△ 685,530,828

28,140,000

資      産      の      部

4,864,239,375

760,571

34,086,379

1,252,456△ 3,296,693

84,937,224

81,837,047

△ 26,699,314

△ 1,995,032,602

9,440

令和６年度予定貸借対照表　（当年度分）

7,387,065

1,059,681,028

△ 3,551,029,506

146,002,065

230,948,729

△ 151,105

3,054,713,630

411,871,091

10,056,143

4,549,149

6,638,778,860

268,158,381



       流動資産合計
       資 産 合 計

３　固 定 負 債

　(１) 企　業　債

　　　イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　(２) 引　当　金

　　　イ 退職給付引当金

　　　ロ 特別修繕引当金
　(３) その他固定負債
　　　イ 預　り　金

       固定負債合計

４　流 動 負 債

　(１) 企　業　債

　　　イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　(２) 未　払　金

　(３) 引　当　金

　　　イ 賞与引当金

　　　ロ 法定福利費引当金

　　　ハ 修繕引当金

       引当金合計

　(４) 仮受金

　(５) その他流動負債

       流動負債合計

５　繰 延 収 益

　(１) 長期前受金

　　　イ 補助金

　　　ロ 受贈財産評価額

　　　ハ 工事負担金

　　　ニ 受益者負担金・分担金

       長期前受金合計

　(２) 長期前受金収益化累計額

　　　イ 補助金

　　　ロ 受贈財産評価額

4,774,217,432

1,487,000

483,000

177,053,323

50,976,000

216,473,905

8,391,060

20,857,834

15,743,748

5,628,712,514

319,851,000

負　　　債      の      部

526,253,022

△ 165,667,538

△ 2,983,858,591

1,488,078,718

5,614,461,023

1,576,565,364

22,793,834

449,000

34,510,646

509,216,776

3,000,000

400,000



　　　ハ 工事負担金

　　　ニ 受益者負担金・分担金

       長期前受金収益化累計額合計

       繰延収益合計

       負 債 合 計

６　資　本　金

　(１) 固有資本金

　(２) 組入資本金

       資本金合計

７　剰　余　金

　(１) 資本剰余金

　　　イ 補助金

　　　ロ 受益者負担金

       資本剰余金合計

　(２) 利益剰余金

　　　イ 減債積立金

　　　ロ 利益積立金

　　　ハ 建設改良積立金

　　　ニ 当年度未処分利益剰余金

       利益剰余金合計

       剰余金合計

       資 本 合 計
       負債資本合計

△ 355,663,742

83,088,020

52,561,922

1,699,863,711

364,097,772

228,447,830

1,335,765,939

2,121,558,043

1,266,492,645

3,914,597,312

△ 3,507,154,471

△ 1,964,600

5,614,461,023

資　　　本      の      部

24,000,000

27,004,138

69,273,294

135,649,942

56,299,703

121,143,989



注 記

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　(１)　有価証券

　　　イ　満期保有目的の債券

　　　　　償却原価法（定額法）によっている。

　　　ロ　その他有価証券

　　　　　原価法によっている。

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(１) 有形固定資産

　　　　定額法

　　　　　主な耐用年数

　　　　　　建物 10 年～50 年

　　　　　　構築物 10 年～50 年

　　　　　　機械及び装置 5 年～50 年

　　　　　　車両運搬具 5 年

　　　　　　工具、器具及び備品 5 年～15 年

　　(２) 無形固定資産

　　　　定額法。なお、自己利用のソフトウェアについては利用可能期間（５年）に基づいている。

　３　引当金の計上方法

　　(１) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　　(２) 退職給付引当金

　　　　　当事業年度末における退職手当の要支給額から福井県市町総合事務組合における積立金相当額を控除した金額を計上している。

　　　　　なお、当事業年度末における福井県市町総合事務組合における積立金相当額は退職手当の要支給額を超過しており、退職手当組合積立

　　　　金を計上している。



　　(３) 賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業

　　　　年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

　　(４) 修繕引当金

　　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。

　４　消費税等の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　セグメント情報に関する注記

　１　報告セグメントの概要

　　(１) 報告セグメントの決定方法

　　　　五領川下水道事業は、公共下水道事業を運営しており、汚水処理のみを行っていることから報告セグメントは単一としている。


